
総務委員会会議録 

平成２０年８月５日（火） 

（開 会） ９：５９ 

（閉 会）１２：３６ 

○ 委員長 
ただいまから総務委員会を開会いたします。「入札制度について」を議題といたします。執行

部から資料が提出されていますので、補足説明を求めます。 
○ 契約課長 

それでは、補足説明をいたします。お手元に配布しております「入札制度について（資料）」

により、ご説明をいたします。 
 まず、資料１の平成１９年度工事契約落札率別内訳表のご説明をいたします。資料の１ペー

ジをお願いいたします。この内訳表につきましては、設計金額が１３０万円以上の工事請負契

約案件について、平成１９年度中の入札執行に伴います落札率の状況を記載したものでありま

す。左から落札率、市長部局においての件数とその契約金額、一番右に上下水道局における件

数とその契約金額を記載しております。落札率を７０％未満、７０％以上８０％未満、８０％

以上９０％未満といったような分類をしております。９９％以上につきましては、０.３％刻み

で更に細かく分類をしておるところでございます。市長部局においての入札件数の合計といた

しましては１４０件で、契約金額の総額は１４億４,５１０万９,７５０円であります。その平

均落札率は９３.８９％となっております。上下水道局においての入札件数の合計は９６件で、

契約金額の総額は１７億１,８３８万４,８５０円であります。その平均落札率は９４.３０％と

なっております。 
 次に２ページをお願いいたします。平成２０年度の６月入札分までの工事契約落札率別内訳

表でございまして、先ほどご説明申し上げました平成１９年度の内訳表と同じ要領で作成をし

ております。６月末までの市長部局の入札件数といたしましては３８件で、契約金額の総額は

７億２,８２３万６５０円であります。その平均落札率は９１.４１％となっております。上下

水道局においての６月末までの入札件数は１７件で、契約金額の総額は１億９,２２４万３００

円であります。その平均落札率は９５.１２％となっております。以上、本日提出しております

資料１及び資料２の補足説明を終わらせていただきます。 
 引き続きまして、７月１日から導入をいたしました条件付き一般競争入札の状況とその経過

について、資料としては本日お配りをしておりませんが、口頭によりご報告をさせていただき

たいというふうに思っております。市長部局におきましては、建築一式工事の建築Ⅰ等級に該

当する工事案件１件を、最初の条件付き一般競争入札の対象として７月２５日に公告を行った

ところでございます。この入札につきましては、８月１９日が入札執行日となっております。

次に、上下水道局の条件付き一般競争入札でございますが、土木一式工事のⅠ等級に該当する

工事が２件、Ⅱ等級に該当する工事が１件、合計３件が７月２９日に入札執行されたところで

ございます。その概要について、簡単ではございますけれどもご報告をいたします。まずⅠ等

級の１件につきましては、参加可能対象者３３者に対しまして、３２者の応募申請があってお

ります。また、もう一つのⅠ等級の１件につきましては、３１者の応募申請があっております。

３件目のⅡ等級に該当する工事につきましては、３１者が参加可能対象者数でありましたが、

２９者の応募申請があっております。この３件の入札につきましては、平均の落札率が７３.
４４％という結果が出ておるところでございます。条件付き一般競争入札の導入につきまして

は、まだ始まったばかりでございますので、今後も応募者の数や落札率を注視しながら、また、

公告の内容等につきましても十分な注意を払い、よりよい入札制度となるよう努めてまいりた

いと考えております。以上、ご報告を終わります。 
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○ 委員長 
説明が終わりましたので、ただいまの資料および補足説明を含め、全般についての質疑を許

します。質疑はありませんか。 
○ 川上委員 

一般競争入札の実施状況のほうなんですが、市長部局の建築一式１件というのは、頴田の保

育園のことでしょうか。 
○ 契約課長 

市長部局における１件というのは、頴田保育所の新築工事の件でございます。 
○ 川上委員 

８月１９日執行ということですね。それから上下水道局関係は、ホームページを見ますと、

目尾地区汚水管渠敷設、それから後牟田汚水幹線管渠敷設は見てとれるんですけど、もう１件

はどこでしょうか。 
○ 契約課長 

上下水道の関係の３件でございますけれども、土木の１等級、これは目尾地区汚水管渠敷設

３工区となっております。同じく１等級のもう１件でございますけれども、目尾第一汚水幹線

管渠敷設工事、それから２等級でございますけれども、後牟田汚水幹線管渠敷設、これは３工

区工事となっております。以上、３件でございます。 
○ 川上委員 

１等級のほうを見ますと、落札が７３.５％になってますね。それから後牟田のほうは７３.
５７％なんですが、入札結果をずっと見ますと、最低制限価格で札を入れてるところが目立ち

ますね。それで、くじ引きということになってるんですけど、この辺の事情を少し説明しても

らっていいですか。 
○ 契約課長 

直接、市長部局の案件ではございませんけれども、この上下水道局の３件につきましては、

先ほど口頭で説明いたしましたように、申請者数、それぞれ多くあったわけですけれども、そ

の中で最低制限価格による応札、くじ引きになったわけですけれども、それが１６社から２４

社という間でなされておるわけでして、一般的に、競争性が働いたのかなという思いを持って

おります。 
○ 川上委員 

実施状況はわかったわけです。その実施状況についての感想をお尋ねしようと思ったんです

が、今、競争性が働いているのではないかというふうに言われましたね。しかし、最低制限価

格で札が集中するという状況が、現在、あるわけですね。これについては、それだけを見れば

競争性が働いているというふうに果たして言えるのかどうか、この辺、どうお考えですか。 
○ 契約課長 

最低制限価格に多くの業者が集中するというところについてですけれども、この最低制限価

格については、実際には最終的にその工事の履行の確保、そういった部分も含まれてくるもの

であるという認識は持っておりますけれども、今現在、本市においては予定価格、それから最

低制限価格等を事前公表した中で、透明性を求めた中で実際に実施いたしておりますので、最

低制限価格に集中するといったことで、今後、制度の見直し等々については検討の一つである

かな、というふうには思っておるところでございます。 
○ 川上委員 

それでは先に進もうと思うんですが、この間、この入札制度改革についての審議の関係で、

工事見積書の提出義務付けについて、昨年の１１月１３日、今年の２月４日、５月２１日、濃

淡はあったと思いますけれども、ずっと審議してきたところなんですね。それで、１１月１３
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日の時から、実施に向けて検討するという答弁だったわけです。それから５月２１日の時には、

７月１日から一般競争入札を導入するので、７月１日からか、あるいは来年度からか、にらみ

ながら検討するというようなご答弁だったんですね。現状から言うと、いずれも工事見積書、

あるいは内訳書の提出義務付けは行われていないんです。ここのところは、どういう検討を現

在行っているのか、お尋ねいたします。 
○ 契約課長 

工事見積書、内訳書の関係でございますけれども、これについては以前よりいろいろと論議

がなされたことでございますけれども、実際に今、時間がたっているような状況ではございま

す。この見積書の提出の義務付けというものについては、前回の総務委員会の中でもご答弁申

し上げましたけれども、行政側、本市の体制づくり、それに対します業者側についてもそうい

った周知が必要である、そういった部分について調整をしていくべきところではないかと思っ

ていますし、実際、今、条件付きの一般競争入札の導入を試行する中で、そういったところの

制度の見直しの中で検討を重ねて参りたいと、そういうふうに思っているところです。 
○ 川上委員 

検討を重ねるということなんですが、前回、私は埼玉県の例を挙げて、こういうふうにして

いるところもあるんですよというふうに言ったんですけど、何か、そのほかのところも含めて、

そういう調査は何かされましたか。 
○ 契約課長 

委員がおっしゃいます埼玉県も当然ながら調べておりますけれども、「入札金額の見積内訳書

の取扱いについて」ということで挙がってきておるわけですけれども、その中には「未提出ま

たは未提出と同等と認められる場合並びに記載すべき事項が欠けている場合は、当該入札を原

則として無効とする」ということや、「記載事項に誤りがある場合は当該入札を原則として無効

とする。なお、明らかに軽微な誤記であると認められる場合は無効としないことができる」等々

の取扱いがなされておるところは承知しております。それともう一つ、近隣の久留米市にも確

認をとったところでございますけれども、条件付き一般競争入札の場合、そういったものの提

出を求めるというような形でしているということで、工事の内訳書の中身については中分類ま

で記載をさせているということでありまして、この久留米市については事後審査なので、開札

後に落札者１社のみをチェックしているというところでございます。そういうところで、本市

においても積極的に、この見積書の提出の義務付けということについては考えていきたいとい

うふうに思っております。 
○ 川上委員 

もともとこれは、公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針というも

のの中で位置づけられているものですね。これは何のためにするかというと、談合防止なんで

すね。今、契約課長のほうで埼玉県の通知の要点について二点述べられたんですが、この二点

も重要なんですが、三点目が、市長、重要なんですよ。こう書いてあるんです。「内訳書の確認

時において提出した内訳書に疑義があり談合の疑いが認められる場合には入札を保留し、埼玉

県談合情報対応要領に基づき処理するものとする」と。要するに、内訳書を確認した段階で疑

義が生じた時はもう談合情報と同じだ、と。まあ、ご本人からの談合情報ということになるか

もしれませんけどね。そういうものとして、これは扱うわけです。ですから、その読まなかっ

たところが一番大事なんですね。だから、その観点でとらえた場合、今、市は全体として談合

による落札率の引き上げを阻止するということで行財政改革をやっているわけでしょう。で、

一般競争入札もやってる。しかし、一般競争入札だけでは、特に本市の「条件付き」という、

今、使われている条件だけでは非常に不十分さがあるわけです。それを補おうとするのがこの

工事見積書、あるいは内訳書の提出なんですね。だから、これを急がないと、一般競争入札導
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入の本来の目的に、有効に接近できないというふうに思うんですよ。ですから、このことにつ

いては９ヶ月も前から当委員会は審議しているわけですから。で、やる、検討するというふう

に言われてるんですから、積極的に検討するというぐらいでは、もし、談合を事とする勢力が

今までにあったとすればですよ、新しい一般競争入札制度を導入された中で、それをクリアで

きるシステムをまた作ろうとしているかもしれないわけでしょう。前から言ってますけど。そ

れを阻むためには、やっぱり工事見積書あるいは内訳書の義務付けが、少なくとも今の段階で

は急がれるべきだと思うわけです。今、上下水道局のほうを見てますとね、７３％が出てるわ

けだけれど、これは一般競争入札の効果というよりは、私は最低制限価格の公表の効果のほう

が大きいんじゃないかと思うんですね。ですから、どうしてもこの工事見積書、内訳書の提出

義務付けは急がないといけないと思うんです。総務部長、どうですか。 
○ 総務部長 

先ほど契約課長が申しましたとおり、内訳書、この分についての検討、これを進めてまいり

たいというふうに考えております。 
○ 川上委員 

本気でね、行財政改革大綱も実施計画も作ってるんだから、その中で談合による落札率の引

き上げを阻止するという立場に立っておられるんだったら、これについては日を区切って仕事

する必要があるということを指摘しておきたいと思います。 
次に、この談合情報との関係で、前回、直方市の上頓野産業団地造成工事の入札に関わる談合

情報の取扱いについては、その状況を把握して問題点・教訓を導くことが本市にとっても有効

ではないかというふうに述べたわけです。直接出かけていって話も聞いてきたいという答弁で

したけれども、どういうことになりましたでしょうか。お尋ねします。 
○ 契約課長 

直方市の談合情報の取扱い等々について、直接、直方市の担当課長のほうにお伺いいたしま

して、その経過なりをお尋ねしてきたところでございます。簡単に申しますと、前回の総務委

員会の中でも川上委員が触れられたと思いますけれども、重複する部分があるかと思います。

この直方市の談合情報の経過については、平成１９年９月５日から１２日にかけて談合により

落札業者が決まっているという情報の提供があり、その情報にについて１３日に公正入札調査

委員会が開催されまして、その中で、電話通報者は匿名であり、報道機関からの情報はその通

報者からかどうか不明である、根拠となる資料・メモのようなものが無い、談合に参加した業

者しか知りえない確実な情報が含まれていない等々のことから、談合情報の確度が低いという

ことの判断がなされ、事情聴取を行わなかったというものであります。翌９月１４日、１１時

に入札が執行されたわけですけれども、そのうちの１社、特定工事建設共同企業体、その１社

が８億２千万円、落札率９７.３４％で落札したものであります。それで、９月１５日の新聞報

道により、新聞報道への対応として１８日に再度公正入札調査委員会を開催されて、事前の報

道は確度が低いと判断して事情聴取は行わなかったが、結果として報道機関に寄せられた情報

と同じ企業体が落札した、このことから、確認のために事情聴取を行うべきであると決定をさ

れて、９月１９日に共同企業体の代表企業５社の事情聴取を行い、５社とも談合は無かったと

いうこと、それから全企業体から誓約書が提出されたというものであります。経過については

こういうものでありました。実際、担当課長からそのほかにもお聞きしましたけれども、やは

り直方市の対応といたしましては、言葉は悪いですけれども後手後手に回ったのかなというこ

とで、やはり談合情報があった時に速やかに対応すべきじゃなかったかというような話があっ

ておりました。そういったことからしますと、これを本市に置き換えた場合に、やはりそうい

う情報があったとするならば、厳しく適正な対応が望まれるものであるというふうに思ってい

るところでございます。 
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○ 川上委員 
もし、本市の場合、そういう情報があった場合は厳しくということなんですが、実は直方市

の対応は、直方市自身の対応マニュアルどおりなんですね。対応マニュアルどおりのことを最

初やろうとしたわけですね。それで、直方と同じようなレベルの情報が来た場合ですね、飯塚

市においては談合情報の取扱い規定があるわけですけれども、具体的にどういうことになりま

すか。 
○ 契約課長 

本市においては談合情報対応マニュアルというものがございまして、まず一般原則としてで

はありますけれども、情報の確認、報告書の作成といったものの中で、速やかに調査委員会委

員長に報告を行うこと、なお、事務局において新聞等の報道により情報を把握した場合も、報

道に基づき報告書をまとめて報告を行うということになっております。 
○ 川上委員 

ですから、その「速やかに」と言われたところが重要だろうと思うわけですね。それで私は、

直方の件と本市の談合情報対応マニュアル、取扱い規定を見ましてね、やっぱり一番重要なこ

とは、市長以下発注者側が、談合は絶対許さない、疑義がある場合は徹底的に明らかにしてい

くという構えを日常から持っておくという必要があるということと、そういう時に機敏にきち

んと対応するという心構えが問われるだろうと思うんですね。同時に、公正入札調査委員会で

すか、これを含めて、そういう談合防止の市の努力を市民のレベルで監視するというか、サポ

ートすると言ってもいいんでしょうけど、そういう市民が関与できるシステムを考える必要が

あると思う。実はこのことについては、全国的に、取り組んでいるところも既に少なからずあ

るわけですね。こういった談合情報の調査、市民レベルの調査、監視体制についても今後調査

されてはどうかと思うんですけれども、どうお考えでしょうか。 
○ 契約課長 

今、申されました、公正入札調査委員会においての市民参加ということだろうと思いますけ

れども、そういった中での調査委員会のあり方について、一つの検討課題というふうに考えて

いきたいと思っております。ただ、どういうふうにそれが有効な手立てといいますか、例えば

調査委員会の中で民間の方をどういった形で活用していくかということも含めて、検討すべき

問題じゃないかなと思っております。そういったことも踏まえた中で、考えていきたいと思っ

ております。 
○ 川上委員 

そこで、先ほどから最低制限価格の問題、それからくじ引きのことについてお尋ねしており

ました。飯塚市の場合、最低制限価格はどのように決定しているのかお尋ねします。 
○ 契約課長 

この最低制限価格につきましては、中央公共工事契約制度運用連絡協議会というのがござい

まして、そこのモデルとして計算があるわけでございますけれども、予定価格算出の基礎とな

った額の合計額、これは直接工事費、それから共通仮設費等々の額の合計額、その額が予定価

格に１０分の８.５を乗じて得た額を超える場合にあっては１０分の８.５を乗じて得た額とし、

予定価格に３分の２を乗じて得た額に満たない場合にあっては３分の２を乗じて得た額という

ことでありますので、大体６６％から８５％の間において最低制限価格が設定されるというと

ころでございます。 
○ 川上委員 

横須賀市は、最低制限価格に入札が集中してくじ引きということについて問題意識を持ちま

して、電子入札ということもあるのかもしれませんけれども、平均額型最低制限価格制という

のを検討しているんですね。聞いてみますと、これは入札価格に低い順に１０社を選定して、
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その平均価格の１０％を最低制限価格に設定する、これで最低制限価格への入札の集中を避け

たいということのようなんですね。事後公表ということですね、これは。まあ、いろんなこと

を考えてるんでしょうけれど、やっぱりその自治体ごとに、談合をやろうとする勢力の考え方

も違うでしょうし、それから品質確保をどうしたらいいのかということもあるでしょうし、こ

れはよく研究していかないといけないと思うんですね。そこで、本市の最低制限価格決定はど

ういうふうにするのかについては、今説明がありました。で、コンサルタント会社、民間ので

すね、これにこの価格決定について、何か相談するような場合がありますか。 
○ 契約課長 

最低制限価格を設定するうえに、例えばそういうコンサルタント会社、そういった業者等に

話をすることは、あり得ません。 
○ 川上委員 

絶対にないですね。それで、私は７月２８日、福岡地裁で行われた岩崎浄水場膜処理施設建

設工事汚職事件の証人尋問を傍聴してまいりました。この裁判は、官製談合によって落札率が

高く設定され、不当に高い契約金額になっており、談合に関わった関係者に損害賠償を請求す

べきだと、市民が齊藤市長を訴えたものなんですね。この日も上下水道事業管理者をはじめ、

市幹部が傍聴されておりました。その市の幹部の皆さん、私と一緒に傍聴しておったんですが、

松延隆幸・元庄内町水道課長が、最低制限価格の決定に当たってコンサルタント会社に相談し

たことを認める証言をしたのを聞いておられないですか。 
○ 契約課長 

契約課としては、今、委員が言われました件については承知をしておりませんので、証言内

容等についてはわかりません。 
○ 川上委員 

齊藤市長が被告なんです。まあ、齊藤市長がいちいち傍聴に行くことは難しいでしょう。市

の幹部が行ってるわけでしょ。市が訴えられたわけですから。７月１４日の証人尋問の折には、

元町長の松延隆俊さん、それから辻 文雄・元企画調整課長、現在、市職員ですね。この方たち

が証人尋問を受けて、２８日は引き続きこの辻さんが証人尋問を受けて、そして今言った松延

隆幸さんということになってるわけです。で、今日が８月５日ですからね。何のためにあなた

がたは傍聴に行ってるんですか。官製談合を旧庄内町、従って飯塚市は行ったという裁判なん

ですよ。で、最低制限価格の決定に当たってコンサルタント会社に相談した、これを認めるの

を聞かなかったかと私は聞いてるんですよ。それが「わからない」じゃないでしょう。聞いた

のか聞かなかったのか、どっちかじゃないんですか。何のために傍聴に行ってるんですか。ど

うですか。答弁を求めます。 
○ 総務部長 

質問者が言われます庄内町の案件でございますけれども、上下水道局が担任しております。

市長部局につきましても、法制担当を出席させておりました。内容については、まだ復命が上

がっておりませんので詳しくは把握いたしておりませんけれども、今、質問者が言われた案件

につきましては、官製談合云々というよりは、そういった事実があったということは事実でご

ざいます。庄内町に最低制限価格、これがあったかどうかというようなことが問われたという

ことを松延課長からはお聞きしております。制度としてあったかどうかということをコンサル

からは聞かれたということを、確認をいたしてはおります。 
○ 川上委員 

この松延隆幸さんですね、もう少し複雑なことを証人尋問で認めたんです。この工事で、Ｐ

Ｓ三菱を指名業者に入れたことについて問われて、三菱マテリアルに対する配慮があったこと

を認める、そういう証言を聞いておりませんか。 
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○ 総務部長 
上下水道局からそのような報告が簡単にございましたけども、この案件につきましては上下

水道局、ここが担任いたしておりますので、回答については差し控えさせていただきたいと思

っております。 
○ 川上委員 

市長が被告です。市長、答弁を求めます。 
○ 総務部長 

本案件につきましては住民訴訟の際も上下水道局、ここが担任いたしておりまして、それで

監査請求の際も上下水道局、それから市長という形での監査請求でございました。たまたま裁

判の被告が市長に今回なっておりますが、事務の担任といたしましては上下水道局、ここの権

限となっておりますので、ご理解のほど、よろしくお願いをいたします。 
○ 川上委員 

そういう答弁が、市民の前で通用しないわけですよ。事務分掌とか関係ないでしょう。だい

たい、この総務委員会は入札制度改革について調査をしてるわけですよ。そして昨年来、その

前からでも飯塚市の場合は非常に高い、９９％台の高い落札率が続いていて、談合が日常化し

ているんではないかと厳しい指摘をされてきたわけですよ。で、あなたがたはそういう状況が

ある中で、先ほどから何度も言ってるように、行財政改革の中で談合による落札率の引き上げ

を阻止するというふうに言ってるじゃないですか。議会の側も、当然だということで今、調査

をしてるわけでしょ。そして目の前で談合、それも官製談合が市民から問われているのを、裁

判があって傍聴にも行ってる、それについて、部下は承知してるけど、その中身は市長には届

け出ないという状況に、今なってるんじゃないですか。それをあなた方は事務分掌だとか適当

なことを言って、なぜ市長にそういう重大なことを、市長はほかに被告になってないでしょう。

市長が被告になってるのはこれくらいじゃないですか。こういう重大な問題を、なぜ市長の耳

に入れようとしないのか。ここで入れたらどうですか。 
○ 市長 

この案件に関しての報告は受けております。裁判に私が被告として訴えられてはいるんです

けれども。例えば官製談合であったとする、それとも中にはそういう問題があったとした時に

は、裁判の結果を私は遵守したいと思うわけで、これから合併後の飯塚市において、そういう

ことをやらなくちゃいけないということで一般競争入札もしたわけで、川上委員の言われる、

一般競争入札のやり方が、こういうやり方もあるんじゃないかというようなお話もあった。そ

ういうことも参考にしながら、今後の飯塚市政における入札等に関しては、そういうことが起

きない体制を作っていくというのが今の我々の姿勢であって、庄内における結論等に関しまし

ては、裁判の判断に委ねたいと思っております。 
○ 川上委員 

市長、私は傍聴してきたんです。で、今から言うことを市長がお聞きになってるかどうか、

報告を受けてるかどうかわかりませんけれども、この松延隆幸さんは尋問に答えて、旧庄内町

では公共工事をやろうとすると必ず三菱マテリアルの土地に当たります、このことを考慮しま

したと言ったんです。で、弁護士が引き取って尋問を重ねて、旧庄内町の土地の３％を三菱マ

テリアルが占めておりますね、それが背景にあったんですね、と。業者に入れたことについて

ですよ、ＰＳ三菱を、はい、というやり取りがあったんです。このことについてお聞きになり

ましたか。 
○ 市長 

そういう細かいところまでは聞いていませんけれども、三菱であろうがどこであろうが、そ

ういうことを、この新しい合併後の飯塚においてやらせない、させないというのが私の姿勢で
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あって、そのためにはどういう制度を作っていけばいいかというのを今、検討しているわけで

すから、その点に関して我々はしっかり取り組んでいきたいと思いますし、また委員会のほう

からも、その点に対するご支持を願えればと思っております。 
○ 川上委員 

官製談合は言うまでもなく犯罪であって、起これば許すことはできないし、起ころうとする

のも防止しなければならんということになるわけですね。今後、官製談合の発生を許さないた

めに、どういうことが本市で必要かということも質疑していきたいんですが、三菱マテリアル

の鯰田三坑跡地における工業団地造成工事、これは議会に対する説明では当初、７月着工予定

ということであったんです。このことについては市民が広く知っているところですね。ところ

が、今は８月５日ですけれども着工されてない、入札もあってないという状況なんです。市民

の中に、どうしてかな、と疑問が広がるのは当然ですね。それで、現状はどういう状況になっ

ているのか、お尋ねします。 
○ 委員長 

暫時休憩します。 
休憩 １０：４２ 
再開 １０：５４ 
 委員会を再開します。 
○ 契約課長 

先ほどの鯰田工業団地の件でございますけれども、現時点で契約課のほうに、原課からの執

行伺いというふうな形で上がってきておりませんので、内容等については承知しておりません。 
○ 川上委員 

この件で、ほかに答弁される方はないんですか。 
○ 契約課長 

経過としては先ほど申しましたように承知いたしておりませんので、私の答弁としては、わ

かりませんという答弁になるかと思います。 
○ 委員長 

暫時休憩します。 
休憩 １０：５５ 
再開 １０：５７ 
 委員会を再開します。 
○ 契約課長 

何度も同じような答弁になるかと思いますけれども、契約課においては執行伺いとして上が

ってきておりませんので、答弁を差し控えさせていただきたいと思います。 
○ 川上委員 

要するに、市長も副市長も総務委員会には、工事が７月に始まらない理由について総務委員

会には説明したくないという態度のようですね。それで、この鯰田工業団地の造成事業という

のは、２３億円の巨大事業です。支払利息を入れると２５億５千万円くらいのことになってい

くわけです。これは、ことによると、土地が売れなければ大変な額の税金を投入して銀行に金

を返さなければならないかもしれない。また、鉱害賠償責任も、この土地に関わる、あるいは

工事に関わる、未来永劫市民にあなた方は乗せてるわけでしょう。そういう状況の中で重ねて、

これに加えて、仮にも談合があるようなことは絶対に許したらいけないと思うわけです。官製

談合とか特に。それで、なぜ遅れているのか。この鯰田工業団地開発事業については、予定ど

おり事が進まないですね。平成１８年、合併した年の１１月に市長が三菱マテリアルと基本合

意を結んで、土地取得の。そして、ここ２・３年が勝負だということで、慌ててその年の１２
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月に１,５００万円の補正予算を組んだでしょう、土地を買うんだと言って。ところが、三菱は

売らないと言う。で、１年以上足踏みしたわけでしょう、取得については。その間、土地は持

ってないんだけれども測量させてくれという。だから、ものすごくあなた方は急いだわけです

よ。他人の土地を測量したんですからね、税金を使って。それ程あなた方は急いだのに、そし

て、７月着工だというのを議会にも説明していたのに、着工しない。市民が「なぜか」と不思

議がるのも当たり前じゃないですか。で、いろいろ考えるわけです。ここは入札制度改革につ

いて検討しているわけですから。市の関係で、市外の大手ゼネコンを見ますと、名古屋の地下

鉄工事を巡る談合問題などで、指名停止が軒並みありますね。７月８日、１０日頃に消えてる

ところもありますけどね。このことと、入札が遅れていることは、何か関係があるんですか。

お尋ねします。 
○ 副市長 

大手ゼネコンの指名停止といいますか、それと今回入札が遅れているのと関係あるのかとい

うことでございますけど、そういうことではございません。関係はございません。 
○ 川上委員 

関係ないけど事情は言えないという態度なんですね。先ほどから言わないでしょ。 
○ 副市長 

言えないということではございませんで、現在、正直言って、まだ設計が完全に出来上がっ

てないから契約課のほうに来てないという状況でございます。 
○ 川上委員 

設計の問題については、あなた方は難しい設計をやろうとしてるんですね。微粉炭層、ギロ

バック、湿原ですね。一番深いところ、二十数メートルありますね。これについて、凝固剤を

入れて固めると言ったでしょう。で、よくよく建設委員会の会議録を見てみるとね、当時の建

設部長が「お金がかかるので改良は途中までで止めます」と答弁してるんですね。建設委員会

はよくそれで承知したものだと思いますけれども。だから、下のほうは含水率の高い微粉炭が

そのままという状況なんですね。これ、そのままでいいのかとかを含めて、設計がなかなかし

にくい面が当然あろうと思うんですよ。先だってまで、例えばギロバックが二つと言われてま

したでしょ。ギロバック三つじゃないですか。しかも、ギロバック一つ改良するのに５億円と

言ってましたでしょ。二つで１０億円と言ってたじゃないですか。ところが、あれは総務委員

会でしたかね、いや、二つで５億円ですよ、とかね。まあ、そういう水準であなた方は土地も

買ったし、計画も練ってきたわけだけれども。だから、不可解なことが多いんですよ。設計も

なかなかうまくいかないだろうとは思われますけれども、どういうところで設計がうまくいっ

てないのかというのは建設委員会で聞くことになるんでしょうけど。そこで、市外の大手ゼネ

コンが軒並み指名停止状況にあるんだけれども、ＰＳ三菱は指名停止になってますか。 
○ 契約課長 

今のご質問でございますけれども、直接には入札制度とは関係ないかとは思いますけれども、

ご質問のＰＳ三菱ですか、そのＰＳ三菱については指名停止されておりません。 
○ 川上委員 

ＰＳ三菱は、三菱マテリアルが４５％を出資する、三菱グループの中では非常に重要な企業

です。旧庄内町の岩崎浄水場事件が起こる直前に統合して、新会社になったものなんですね。

次に移ります。この件で、設計が出ていないということだったんだけれども、設計価格を決め

るのに、コンサルタント会社に相談とかしていないでしょうね。お尋ねします。 
○ 委員長 

暫時休憩します。 
休憩 １１：０５ 
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再開 １１：０５ 
 委員会を再開します。 
○ 契約課長 

今のご質問については、契約課としては承知しておりません。答弁できません。 
○ 川上委員 

それでは、最低制限価格を決めるのに、この事業でですよ、コンサルタント会社に相談はし

ていないでしょうね。お尋ねします。 
○ 契約課長 

先ほども答弁しましたけれども、この工業団地の件につきましては、そういった案件が上が

ってきておりませんので、契約課としてそれについての答弁ができかねるところでございます。

それと、コンサルにそういった最低制限価格についての相談をされるかということでございま

すけれども、そういったことはございません。 
○ 川上委員 

正確に言うと、契約課としては知るところにないということでしょ。この問題での質問を終

わります。 
○ 委員長 

ほかに質疑はありませんか。 
○ 永露委員 

まず、非常に初歩的な質問ですけれども、俗に言う「予定価格」というのがありますけれど

も、この予定価格とは何ですか。 
○ 契約課長 

これは飯塚市の契約規則の中にございますけれども、予定価格の作成ということでございま

すけれども、市長が一般競争入札に付そうとするときは、その一般競争入札に付する事項の価

格を当該事項に関する仕様書・設計書等によって予定しなければならない、２項においては、

前項の規定により価格を予定した場合は、その予定価格調書を封かんし、開札場所に置かなけ

ればならないというようなことで、予定価格の作成をしているところでございます。 
○ 永露委員 

そうじゃなくてですね、そういうふうに予定価格を作成しなさいということになってるだろ

うと思うんですけど、作成すべき予定価格の内容ですよ。その工事に対する予定価格を決めな

ければならないということは分かっておりますけれども、その決める基準を、内容をお伺いし

てるんです。 
○ 契約課長 

この決定ですけれども、予定価格については契約の目的となる物件、役務について、その取

引の実例価格、需給等々の状況や、履行の難易、数量の多寡、それから履行の期間、そういっ

たものを勘案しながら予定価格を決定しているところでございます。 
○ 永露委員 

そうしますと、いわゆる予定価格というのは、工事金額の１００％というふうに理解してよ

ろしいんですか。 
○ 契約課長 

普通、実施設計等々が出てきますけれども、予定価格は先ほど申しました履行の難易、数量

の多寡等々を勘案した中で、それ以内として予定価格を定めるものでございます。 
○ 永露委員 

１００％以内ということですか。では、その１００％とは何ですか。何価格というんですか。

それが例えば設計金額とか設計価格とかいうのが１００％で、それを少し下回る金額が予定価
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格であるということだろうと思うんですが、じゃあ、その設計金額を少し下回る、その下回り

具合は何ですか。予定価格と設計金額との差。それは何のために、どの程度するんですか。 
○ 契約課長 

説明がちょっとまずかったのではないかと思いますけれども、実際に予定価格、先ほど申し

ましたように、その実例価格、需給の状況、それから過去の落札率等を勘案した中での決定に

なるかと思いますけれども、これが予定価格を設定するうえで、先ほど私は実施設計云々と言

いましたけれども、予定価格を設定するうえで、予定価格が１００％のものということになろ

うかと思っております。 
○ 永露委員 

ちょっと、よく理解できませんけれども。じゃあ、当然その予定価格の中には、工事完成の

確保というのもありましょうし、それともう一つは、この工事に対する利益率ですね。利益率

と言うものも当然勘案されているだろうと思うんですよ。当然、赤字になるような工事は発注

しないというのは前提でしょうから。当然、利益率というものも入っておりましょうから、そ

の予定価格の中に。まず、入っておりますかどうか。 
○ 契約課長 

この工事の中においては、実施設計、それから予定価格を決定するわけですけれども、当然

その中で、応札する業者において実際には利益率とか、そういったものは競争性の中で生まれ

てくるものというふうに思っております。 
○ 永露委員 

競争性の中で生まれてくるものですか。そんなのじゃないでしょう。当然、予定価格の中に

利益というものは、当然入っているものでしょう。競争があろうがなかろうが、入ってるもの

でしょう。予定価格の中にですよ。まず、入っていると答えてください。 
○ 契約課長 

大変、答弁がはっきりしなくて申し訳ございません。利益は入っていると認識しております。 
○ 永露委員 

当然、そうであるべきだと思いますけれども、その利益率とは、ひょっとしたら工事によっ

ても差異があるかもわかりませんけれども、利益率というものについてはどのようなお考えの

中で、利益の幅というか、利益の想定をされてあるんですか。 
○ 委員長 

暫時休憩します。 
休憩 １１：１４ 
再開 １１：２０ 
 委員会を再開します。 
○ 契約課長 

利益云々ということでございますけれども、実際に工事の中においては一般管理費等がござ

いまして、利益率とか、そういうもので表現するのはどうかと思いますけれども、実際には管

理費の中に、給与とか福利厚生等々入ってくるわけでございますけれども、そういった部分に

含まれるのではないかというふうに思っております。 
○ 永露委員 

例えばもっと簡単に言いますと、予定価格が出ますね。その中から資材費、あるいはいわゆ

る諸経費等を、当然かかるものがありますから、それを引いた残りがいわゆる、何ですか、粗

利益というふうな理解でよろしいんですか。 
○ 総務部長 

粗利益、民間の会社さんの内側ではそういう表現もあろうかと思いますが、通常、工事の設
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計をする場合については標準的な工種に基づいた設計を行います。そういった中で企業努力に

よってその部分、どれだけ努力されたかというところで、各企業さんの利益というのは最終的

に違ってくると思いますが、設計段階では通常必用な標準的な直接工事費、またそれに関わり

ます諸経費、こういったものを勘案した中で設計をいたしておりますので、ご理解のほど、よ

ろしくお願いいたします。 
○ 永露委員 

何だか、全然理解できない説明です。もっと端的にわかりやすく、我々はこういうことに対

する素人ですので、わかりやすく言っていただきたいんですけれども。そうしますと例えば、

当然、工事が発注されれば予定価格が例えば１００としますと、１００の中には当然利益の分

も含まれているはずですね。赤字のやつは発注しないでしょ。当然利益は含まれているはずで

す。利益の幅については、業者が工事を施工するうえでの努力はありましょうけれども。その

多少は別としましても、利益そのものは含まれているはずです。それはお認めになるはずです。

それで、当然、利益というものは価格に含まれているはずですけれども、そこで例えば、次の

問題が最低制限価格です。例えば、先ほどの説明の中で６６％から８５％の範囲の中で最低制

限価格を決める、それはいいんです。そうしますと、最低制限価格をその範囲の中であなた方

が、この工事については最低制限価格を何％にしましょうということを決められるわけですね。

工事ごとに決められるわけですね。じゃあ、６６％から８５％の間ですので、例えば７０％で

この工事については最低制限価格を決めた場合でも、その７０％においてでも、いわゆる赤字

の工事ではないという理解でよろしいんですね、当然。赤字の工事を発注するということは、

役所としてはあり得ないというふうに私は理解しているんですから。例えば最低制限価格が６

６％であっても、その金額で多少なりとも利益は出る、少なくとも赤字ではないという理解で

よろしいですね。 
○ 契約課長 

委員おっしゃるとおり、例えば最低６６％とか７０％とか、そういった部分になったとして

も、それが最低制限価格を設定した時に履行の確保ができる、赤字は出ないといったところの

判断では行っております。 
○ 永露委員 

そのとおりですね。そうしますと、例えば７０％なら７０％で赤字は出ませんよということ

ですけど、その大元になる予定価格、例えば単純に１００としますね。じゃあ、この予定価格

の１００から赤字にはなりませんよという７０、仮にこの仕事が１００あるいは１００に近い

金額で落札された場合には、単純に言えば３割の利益があるということですね。違いますか。 
○ 契約課長 

今、言われております、例えば７０、それから上限が１００といったところの差の３０がそ

のまま利益になるかということでございますけれども、それは例えば最低制限価格を引いた時

に、その最低制限価格の近くに応札する業者、それぞれあると思いますけれども、その中で競

争性が働くわけでありまして、ある業者においては最低制限価格近くに自分が見積もった中で、

この工事はやれるということで応札する業者もあるでしょうし、そうでない業者もいらっしゃ

るでしょうし、３０％が全て利益になるのかというのはどうかな、という判断はしております。 
○ 永露委員 

最低制限価格をあなた方が決める、その金額で落札しても、少なくとも赤字は出ない、私に

言わせれば多少なりとも利益はあるというふうに理解しているんです。あなたも先ほど、赤字

は出ないとおっしゃった。最低制限価格で赤字は出ない。仮に最低制限価格の７０％で赤字が

出ないということは、どうなんですか。もとの金額で落ちたらどうなるんですか。３０の利益

があるということでしょう。あるでしょう。だから、私はそれがどうこうと言ってるわけじゃ
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ないんです。そうでしょうと、現実だけは確認したいんです。違いますか。 
○ 総務部長 

最低制限価格と予定価格との間の差のことでお尋ねだと思いますけれども、設計額から予定

価格、そして最低制限価格とございますが、通常の標準的な工事として設計をいたします。そ

れから現状の情勢ですね。過去の入札結果等を見ながら、調達の状況等を見ながら予定価格を

決定いたすわけでございますが、最低制限価格につきましては先ほど言いましたようにぎりぎ

りですね、赤字にならないようなぎりぎりというような形での設定でございまして、会社が維

持管理していく、そういった諸経費、これはぐっと減ってまいります。ですから、赤字ではな

いけれども、先ほど３０％という数字を言われましたけれども、それが全て会社の丸儲けとい

うことではございませんで、維持管理をしていく諸経費等のその金額が、その中に含まれてい

る、と。あと、会社につきましても、仕事がない会社ですね、空きの会社といいますと安くて

も取ったほうがいいとか、会社によってもいろいろ条件がございますから、そういった競争性

の中でそれが発揮されるという形でご理解をお願いしたいと思っております。 
○ 永露委員 

あなたは今、業者の立場から言われましたけど、もともとおかしいじゃないですか。業者の

立場で最低制限価格を決めたわけではないでしょう。あなた方が決めたんです。あなた方が、

通常の工事をすればその金額でも赤字は出ないという判断のもとで最低制限価格を決めたんで

しょう。割合を決めたんでしょう。そこに何の競争性とか、関係ないじゃないですか。あなた

方が認めてるんでしょう、それでも赤字は出ませんよ、と。普通にやれば赤字は出ませんよと

いう金額だということを、さっきお認めになったじゃないですか。まずそれをお認めになりま

すか、部長。最低制限価格で、その金額でも赤字は出ないんだという判断のもとで、その金額

を決められたんでしょう。それをまず認めてください。 
○ 総務部長 

先ほど契約課長が申しましたけれども、中央公共工事契約制度運用連絡協議会という組織が

ございまして、その中で最低制限価格、いろんな工事がございますけれども、標準的な最低制

限価格の算式がございます。それに基づいて、先ほど課長が申しましたように、赤字という形

には至らないぎりぎりの価格という形での最低制限価格の算出をいたしておるところでござい

ます。 
○ 永露委員 

だったら、それが満額で落ちた場合はどうなんですか。私が言うの、おかしいかな。ねえ、

部長、おかしいですか。 
○ 委員長 

暫時休憩します。 
休憩 １１：３０ 
再開 １１：４０ 
 委員会を再開します。 
○ 総務部長 

最低制限価格というお尋ねでございますけれども、この件に関しましては、最低限の履行を

確保するための費用、工事金額ということでございまして、業者さんのほうにも強く無理を強

いるものではない金額だというふうに認識いたしております。それから予定価格までの格差と

いうことでございますが、これにつきましては、いろんな形での諸経費がございます。当然、

会社を維持管理していくための経費もございます。福利厚生費等もございますので、そういっ

た中での経費というふうにご理解いただきたいと思っております。あと、業者さんの工夫の中

で、この部分がどのくらい利益につながるかというのは、結果として現れてくるのではないだ
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ろうかというふうに考えております。 
○ 委員長 

ほかに質疑はありませんか。 
（ な し ） 

おはかりいたします。本件は掘り下げた審査をするということで継続審査としたいと思いま

すが、ご異議ありませんか。 
（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本件は継続審査とすることに決定いたしました。 
おはかりいたします。案件に記載のとおり、執行部から、２件について、報告したい旨の申

し出があっております。報告を受けることにご異議ありませんか。 
（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、報告を受けることに決定いたしました。「税申告に関する入

力遅延について」報告を求めます。 
○ 課税課長 

税申告に関する入力遅延につきまして、ご報告申し上げます。税の申告につきましては、例

年２月１５日から３月１５日まで受付を行っています。本年は２月１８日から３月１７日まで

本庁、各支所において受付を行い、同時期に税務署でも受付を行っております。本庁、支所で

受け付けた申告につきましては本市の税システムに直接入力いたしておりますが、税務署で受

付された申告につきましては、随時、税務署に出向き申告書を受け取り、本市の税システムに

入力をいたしております。本年の税務署での申告につきましては、３月２１日までは随時申告

書を受け取り、入力作業を行ってまいりましたが、３月２２日以降は３１日に４,７３２人分を

受け取りまして、その中から３月１７日までの日付の表示のある１,９３０人分を期限内と判断

し、５月１９日までに入力して、６月９日に住民税当初課税分として発送しました。日付未記

入の残り２,８０２人分を期限後申告と判断し、その後入力を行い、更正分として６月１３日及

び６月２３日に発送いたしました。この期限後申告と判断した２,８０２人分の中に期限内申告

が含まれていたものであります。国民健康保険税の所得割につきましては、税システムから情

報を得て賦課するようになっており、本年度の当初賦課につきましても５月１９日現在の情報

を反映しており、納税通知には、税システムに入力がなければ「未申告」との表示がされます

ので、納税通知書を発送いたしました６月９日以降に健康増進課に「期限内に申告しているの

になぜ未申告なのか」などの問い合わせがあり、２,８０２人の中に期限内申告をされた方がお

られることが判明したものです。 
今回の原因は、入力作業の全体的なスケジュール管理ができなかった事と明確な根拠も無く

期限後申告と判断したことであります。このような誤りは、税の公平・公正性からもあっては

ならないことであり、納税義務者、市民の皆様及び関係者の皆様に大変なご迷惑をおかけした

ことに対し深くお詫び申し上げます。今後につきましては、全体の作業計画の見直し、特に入

力作業につきましては作業計画の見直しなどを行うことと、申告受付、入力体制などを十分協

議検討を行い、万全を期するよういたします。以上でございます。 
○ 委員長 

報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 
○ 川上委員 

今、報告がありましたけれども、わかりにくい面がありますので、時系列的な整理をされて

いるものがあると思いますので、資料の提出をお願いしたいと思います。委員長において取り

計らいをお願いします。 
○ 委員長 

 14



執行部にお尋ねしますが、ただ今、川上委員から要求のあっております資料は提出できます

でしょうか。 
○ 課税課長 

委員から要求のあっている資料につきましては、お出しすることができます。 
○ 委員長 

おはかりいたします。ただ今、川上委員から要求のありました資料については、要求するこ

とにご異議ありませんか。 
（ 異議なし ） 
 ご異議なしと認めます。よって、執行部に資料の提出を求めます。なお、準備されておりま

すので、事務局に配付させます。 
（ 資料配付 ） 
 質疑はありませんか。 
○ 川上委員 

この件につきましては、７月３０日、筑穂で行われましたタウンミーティングで参加者から

質問がありましたね。そこで市長が直接説明をされたと聞いております。市長はどういうふう

に説明されたのか、お尋ねします。 
○ 市長 

この件に関して、本当に先ほど報告のほうでもお詫びを申し上げましたけれども、我々なぜ、

こういう体制の中で、これをクリアした形での仕事ができなかったのか、非常に私も憤慨して、

職員には叱咤したわけでございまして、全ての飯塚市民の皆さんに本当にご迷惑をかけたとい

うことで、お詫びをその点でさせていただきました。また今日も、ある団体のほうからも申し

入れがあっておりますけれども、これはまた全ての団体にも、要望があった場合には答えなけ

ればならないような状態になってまいりますので、その団体のほうにも私は、それぞれの団体

全てにお詫びを申し上げる時間と、またそれだけのこともできないのでご理解願いたいと、こ

れは先ほど、市当局のほうが手落ちであった、また、そういうことをやっちゃいけないという

認識の中でご理解願いたいということでございます。全て、執行部の作業における意識の低さ

といいますか、その辺のお詫びということでご理解願いたいと思います。 
○ 川上委員 

市民への影響はどういう広がりを持っているのか、お尋ねします。 
○ 課税課長 

納税義務者の方に対しまして、お詫びの文書等を発送いたしております。それから、更正に

つきまして、更正することによって不利益が生じるということはございませんので、その点も

併せましてご報告いたします。それから、納期が若干変わる方がございまして、納期によりま

して税額が変わられる納税者の方もおられます。 
○ 川上委員 

納税課と課税課と健康増進課のほうに、この件については特に問い合わせとか相談とか苦情

が寄せられてると思うんですね。電話とか窓口とか、いろいろあると思います。支所もあるで

しょうけれど、状況を把握してますか。 
○ 課税課長 

市民税につきましては、７月４日から７月３１日のあいだに７１件の相談・苦情等があって

おります。内容といたしましても、自分の分に関係があるのか、それから修正等の納付書はど

うなっているのかということが主なものでございます。 
○ 川上委員 

あまり生々しい話がないんですね。私は、６月２５日だと思いますけれども、７９歳の男性

 15



から、年金は減ってるんだ、ほかに収入があるわけでもない、昨年は非課税だったのに今年は

課税になった、どうしてかという問い合わせがあったんです。それで私、老年者控除の廃止の

関係が影響したのかと思ったんですが、そうでもなさそうということで、わからないなと思っ

てたんですね。そうすると、その方から翌日にまた連絡がありまして、市役所が間違ってまし

た、新しいのを送るからというふうに言われたので、というふうに、その方は安心してるわけ

ですよ。そういう人もおられるし、それから、国民健康保険税は最高額くらい払ってきたのに、

今年はえらく低いな、大丈夫か、と。やっぱり通知が来たわけですね。それには「更正通知」

と書いてあったわけですね。それで、今回、市民が被害を受けたというのもあるんですが、市

に対する信用失墜ですね。これはどの程度の広がりになっているとお考えですか。 
○ 財務部長 

税の執行につきましては、市民の皆様と行政の信頼の中にあって成り立つものでございます。

このような事務的な、作業的な遅れによりまして市民の皆様にご迷惑をかけて、非常に行政に

対して信用失墜ということを招いていると考えております。その程度がどのくらい、というこ

とになりますと、もう判断つきかねるところでございます。 
○ 川上委員 

私は、執行部がこの問題についてどの程度の深刻さを持って受け止めているのかと考えてみ

る時に、例えば先ほど市長が、筑穂のタウンミーティングでこういうふうに謝罪もしたという

お話もあったんだけれども、部下が悪いというふうに聞こえるわけですよ。もう少し部下がき

ちんとやるべきだった、と。そうなのかと思うんですね。例えば、この信用失墜を本当に回復

しようとするなら、やっぱり市長が先頭に立って、その努力をしないといけないと思うわけで

すよ。で、特定の団体とだけ会うとあれだから全然会わないんだいうようなお話もあったんだ

けど、これが８月１日発行の市報ですよ。これに市長名のお詫びが載るだろうと思ったわけで

す。探しました。で、載ってましたね。１６ページの「お知らせ」の欄に「課税課からのお詫

び」というのが載っています。１２行です。今、課長が先ほど報告されたような水準にもない

わけですね。これが飯塚市のこの問題の受け止めの程度だろうと思うんですよ。これを全市民

に、私たちはこの程度しか受け止めていませんというのを今、言ってしまったことになるわけ

です。いかにも、ひどいと思うわけです。それで、二・三、聞いていきますけれども、期限内

に行われた確定申告、これがなぜ、２,８０２人ですか、なぜ未申告というふうに扱ったのか、

その理由。法律的には何に基づいてそういうことをしたのか、お尋ねします。 
○ 課税課長 

法律的に申告・未申告という根拠はございません。私どもが３１日に受け取りました分の根

拠はございませんが、３月１７日までの日付の表示がある分につきまして期限内、それから日

付のないものにつきまして期限後としたものでございます。このことにつきましては、お謝り

をするしかございませんが、日付のない分を申告期限後と思っていたことが原因でございます。 
○ 川上委員 

ということは、本来なら日付がなくても、期限内の申告であれば期限内の申告だと、要する

に税務署が受け取った日が期限内なら期限内の提出ということになるわけでしょ。そうですか。 
○ 課税課長 

今、委員のおっしゃるとおりでございます。 
○ 川上委員 

じゃあ、あなた方はまずここで、法によらない判断をしたということですね。それから次は、

更正通知を送ったということなんですね。あなた方の更正通知というものは、どういう性質、

内容のものですか。お尋ねします。 
○ 課税課長 
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これは市税条例４３条、それから地方税法３２１条の２というのがございます。この中に「賦

課額の変更または決定について」ということがございます。それに基づきまして、更正という

ことで今回処理をいたしたわけでございます。 
○ 川上委員 

それは通常、納税者のほうに責めがある場合に、その条項が適用されるんじゃないんですか。

行政が普通あり得ない失敗をした時に、その条項を使うんですか。 
○ 課税課長 

失敗といいますか、そういうことで期限後と入力したことは間違いでございますが、市税条

例それから地方税法に基づいて正しく更正をしていくという判断で、そういう場合に更正を行

いました。 
○ 川上委員 

今の答弁だと、あなた方は、本来よって立つべきでない条項を、自分たちの失敗を是正する

のに使ったということになりますよ。国税通則法第２４条で「更正」がありますね。これはど

うなってますか。 
○ 課税課長 

詳しくはわかりませんが、更正は、更正前と更正後の課税標準と、または税額と、それによ

って増加または減少する税額または還付金の額を記載した更正通知書を送達して行うというこ

とになっております。 
○ 川上委員 

国税通則法第２４条は、こう書いてますよ。「税務署長は、納税申告書の提出があった場合に

おいて、その納税申告所に記載された課税標準等または税額等の計算が国税に関する法律の規

定に従っていなかったとき、その他当該課税標準等または税額等がその調査したところと異な

るときは、その調査により、当該申告書に係る課税標準等または税額等を更正する。」となって

いるわけです。で、行政の側がその怠慢によって失敗をしたのを救済するような条項じゃない

でしょう。あなた方が言った市税条例でも地方税法でも、この国税通則法でも。そこで、先ほ

どの報告の中で、間に合わなかったということになってるんですね。３月３１日に税務署から、

２２日から３１日までの分を一括して受領してきた数が４,７３２ですね。あなた方が一応目安

にしたと思われるのが５月１９日です。だから、１ヶ月半以上あったわけですね。１ヶ月半に

この４,７３２はデータ入力はやはり出来なかったんですか。そのうちの２,８０２はデータ入

力がやっぱり出来なかったんですか。 
○ 課税課長 

システムの入力につきましては、申告システムと税システムというのがございまして、普通、

申告される場合は、申告システムを入力いたしますと自動的に税システムのほうに移行いたし

ます。ただし、ある程度の期間を過ぎますと、申告システムから税システムに移行ができなく

なります。従いまして、同じような入力を二度行うこととなります。従いまして、この場合、

期間はかなり空いておりますが、その間にはブッキングといいまして、製本作業、それから先

ほどの入力作業等がございまして、その２,８０２人の方につきましては期限後で入力させてい

ただいたことになります。 
○ 川上委員 

要するに私が言いたいのは、この２,８０２人についてはもう入力しないと、５月１９日頃ま

でにはそういうことにしたんだけれど、これ、やろうと思えば、どれくらいの人的な動員があ

れば、スタッフが居ればできたんですか。１日あたりどのくらいの入力ができたのか、その辺

から考えていったら、何人いればいつまでに終わるという、それだけをしてるわけではないん

でしょうけども、そういうのはどうですか。今から振り返ってみて。 
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○ 課税課長 
平成１８年に合併、それから平成１９年、体制を変えて取り組んでおります。先ほど委員が

お聞きの入力の件でございますが、ファイルをしております、そのファイルが約１００件、１

００人分でございます。これが１３０冊ほどございます。で、一人の人間がどれくらいかかる

かということでございますが、それぞれの職員によりまして経験年数、それから窓口等もござ

いますので、どれくらいの入力ができるのかというのは不明でございます。 
○ 市長 

今の質問者のお話、これは私が言わなければいけないことでありまして、実際に何時間かか

ろうと、人件費がどれくらいかかろうと入力しなきゃいけなかったのを、来た範囲だけのもの

を早く送るということでやってしまったわけで、実際にそういう意味では、意識がなかったと

いうのが私は事実だと思っております。そういう意味で、この問題が新聞記事になった時に、

職員に、感想文を書けということで、課長以上に、これを読んでどう感じるかという形で感想

文を書かせました。それで私のところに全部集めてきたんですけれども。こういうことは、何

か、行政始まって以来みたいなことを言われましたけど、実際に我々の中ではやはり自分の仕

事と、またそれぞれの職場における仕事の流れの中で、やはりしっかりした捉え方をしていか

なければ、全員が出てでも、一緒にやった方、他に移られた方もおられるわけですから、その

方がお手伝いに来ていただいてやるとか、やり方はいくらでもあったんじゃないかと思うわけ

で、やはり市民に迷惑をかけないというのを前提に置きながら仕事を進めていってもらいたい

という気持ちで、みんなに再認識をさせたつもりでございますので、これからの問題等に関し

てもこういうことが起きないように、意識を統一しながら進めていきたいと思いますので、よ

ろしくお願いします。 
○ 川上委員 

市長がよくご存知と思いますけど、納税管理、それから課税課、そのほかの職場もそうです

けど、職員はやっぱり、へとへとになるまで働いておられると思うんですね。何か、パンをか

じりながら仕事をしているとかいう姿も、市民からは「ご苦労様」という意味合いで聞くこと

もあるわけです。そういう状況で、さらにこういう事態に陥ったんだけれども、それにしても、

石にかじりついてでも、どうしてもやらなければいけなかったという市長の言い分は、もちろ

んそうだと思うんだけれども、じゃあ、最高責任者としては、何人の人を用意すれば出来たの

だろうか、と。そこは来年につながる話ですから。で、今の段階で課長が「わかりません」と

いう状況というのは、やはりそのくらいの受け止めなのかと市民は思うわけですね。当然でし

ょう。それで、もう一つ言いますとね、意識の問題を強調されましたけど、例えば、もう率直

に言いますけど、筑豊労災病院を買うのに、内示は１億円あったのに１ヵ月後に実際に蓋を開

けてみたら５千万円、なぜですか、と。で、企画調整部長が「要綱を見落としてました」と言

うんでしょう。処分もあってないでしょう。感想文も書いてないよ。ほかにもいろいろありま

すよ。そういうふうに、上のほうから規律が緩み、信用失墜行為と同質のものがまかり通って

る。こういうのが、上のほうから下に向かって広がってるんじゃないですか。そう考えるべき

ではないかと思うんです。民間出身の市長が、思い切ったかもしれません。感想文を出しても

らいたい、と。そのくらい私は当たり前と思います。けども、市民に対して感想文を出さない

といけないのは齊藤市長じゃないですか。課税課からのお詫びは、市民の不信をさらに増すも

のだと私は思います。そこで、頑張ったけど間に合わなかったというのは本当かと私は思って

るんですよ。なぜかと言うと、方針があったはずです。日付のないものについては、もう未申

告としよう、と。そして、あとはどうするんですか、あとは更正しかないね、と。このことを

どこかで決めたはずです。これは、３月一杯であれば、田中・前財務部長が当然関与してるは

ずです。３月２１日まで取りに行って、それから１０日間取りに行ってない。この頃に、この
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方針がもう決まってたんじゃないですか。普通そう思いますよ。間に合わないだろう、間に合

わないのはもう未申告と更正で対応しようというのを、課長が部長に相談しないはずがないで

しょう。で、部長は副市長に相談しないはずがないし。だから、この３月２１日前後から３１

日までの間に、今言った方針が決まってると思うんです。副市長、その決定に関与してるんじ

ゃないですか。お尋ねします。 
○ 財務部長 

すみません、副市長にお尋ねでございますけれども、そういう一連の事務についての報告、

決定などについては、副市長までの報告は上げておりません。 
○ 川上委員 

やっぱりこの問題は、最高責任者に情報がどのように伝わっていくように飯塚市はなってい

るのか、最高責任者の指揮・司令がどのように伝わるようになっているのかということを、そ

の程度を図らずも暴露したものになってると思うんですよ。それで、市長は新聞を見て初めて

知ったというんですね。そうですか。いつですか。 
○ 財務部長 

副市長、市長につきましては、この件につきましては７月３日に報告させていただいており

ます。 
○ 川上委員 

その３日は、飯塚民商が、あなた方にこの件について話を聞きたいということで懇談をした

日じゃないですか。飯塚民商は、それ以前から申し入れをしてるはずですよ。その日に申し入

れをして、その日に話をしたわけじゃない。しかも、市長だとか副市長だとか、部長さんにも

お話をさせてもらいたいというふうに言ってるはずですよ。だから、その後でしょう、３日と

いうのは。だから、あなた方は市民の声を、市長とか副市長に絶対伝えないんだというような

態度が見て取れるわけですね。それで、市長は、市長選挙において、飯塚市民の有権者の負託

を受けて当選されて、そこに座っておられるわけです。そして、そのもとで行政を執行してる

わけですよ。で、我々議員はまた、市議会議員選挙で市民の負託を受けて、行政の執行状況を

監視せよ、チェックせよということで、法律に基づいてこういう質問をしてるわけです。あな

た方は市長のもとにおられるわけでしょう。そういう状況にあるのに、深刻な状況が進行して

いるのに、最高責任者にきちんと報告されてないというのは、私は市長の責任だと思うんです。

ですから、そういう意味において、この方針がいつ決まったのか、誰の責任で決まったのかと

いうのを重ねて聞きたいわけです。 
○ 財務部長  
 この事務作業につきましては、申告書を３月３１日に受領いたしまして、そのあと日付のあ

る分、３月１７日以前の日付のある分、ない分を期限後ということで先ほど課長も説明しまし

たけど、そこで判断してそれに合わせて作業をしていますので、これを、申告期限内の分を後

にまわすというような判断ではございませんでした。それで日付のない分を期限後ということ

で判断をして作業を進めてまいりましたので、今回のようなことが生じてまいりました。それ

で先に回すというのは期限後ということで先に回したわけでございます。 
○ 川上委員 
 そうすると、実藤部長のもとでその振り分けを行ったということですかね、４月１日以降。 
○ 課税課長 
 私のほうからも部長にはそういう相談というのはしていません。先ほど申しましたとおり、

期限前の申告分、期限分の申告分を分けたところで作業を進めておりましたので、そういう認

識はございませんでした。 
○ 川上委員 
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 更正決定で対応しようというのは、どこで決定したんですか。 
○ 課税課長 
 更正決定というのは日常でもやっています。今でも申告される方に対しては更正決定という

形で出していますので、日にちをきった時点が、ちょっと日にちは分かりませんが、事務の流

れといたしまして期限前、期限後というのは毎年どこかで切るわけですが、たまたま今回は５

月３１日の、日付のない分を期限後と入れて事務の流れといたしまして、そういうことといた

しました。 
○ 川上委員 
 ごく自然にそうしましたということですね。こういう重大な事態が発生しているのに、あな

た方が部長とか市長、副市長にまるで報告をしていないということはないでしょう。私でも６

月２５日の段階ではそういう連絡を受けてあららと思ったわけですけど。似たような話があっ

たでしょ、部落解放同盟穂波町協議会が１１月２６日に出ています、退去しましたという報告

を議会に対してしたけど、６月４日に行ってみると厳然として事務所があったと。そのことに

ついては４月着任した課長以下全員が知っていたわけです。で、企画調整部長だけが知らない

と言い張ってるんだけど、これを市民が信用できるかという問題なんです。最後、市長、いろ

んな市民がおられていちいち対応できないというようなお話でしたけど、この問題はそういう

ことじゃないと思うんですよ。やはり、信用失墜行為を回復するにはね、齊藤市長が先頭に立

って頑張らないと信用回復は出来ないと思うんです。それで、ありとあらゆる機会を使って優

先的に対応していくということと、やはりこれですよ、市長の顔入りで飯塚市長齊藤守史名で

出すべきだと思いますよ。 
○ 市長 
 そういう形で、顔写真は入れるか入れないかは別にして、文書をつくります。 
○ 川上委員 
 質問を終わります。 
○ 委員長 
 ほかにありませんか。 
○ 兼本委員 
 この問題は、地方分権を確立するためには税の徴収は大事だということで、徴収するために

はまず、税を確定しなければいけないというのが前提なんです。そういう形の中で課税と納税

の二人三脚の中で税の徴収という形で頑張ってるわけです。今、西日本新聞かなにか忘れまし

たけど、事務処理が出来ないからわかってるけど納付書を送りましたというコメントが確かに

載ってたと思うんです。誰がコメントしたんですか。新聞にコメントで、事務処理が出来ない

から漏れがあることは分かっていたけど送付しましたというコメントが載ってたんです。どな

たがそういうコメントを新聞社に出されたのかなということで、不思議に思ったんです。どな

たですか。 
○ 委員長 
 暫時休憩します。 
休憩 １２：２２ 
再開 １２：２４ 
 委員会を再開します。 
○ 課税課長 
 その記事につきましては分かりません。申し訳ありません。 
○ 財務部長 
 記者が記事にされたことについては、どこで取材されたのかについては掌握していません。 
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○ 兼本委員 
 これはどなたか恐らく、課税課の職員かどなたかが、恐らくそういうようなことを言われた

んだろうと思うんです。いずれにしても支所でずっと入力をしてたのを、今度は本庁で一括し

て入力する形になったから遅れるということは、恐らく予想できたんじゃないかと思うんです

よね、私はですよ。だからそうなると入力は遅れるということは、課長は当然わかっていたら

ですね、例えば部長なり、よそのところにお願いしてですね、入力を手伝ってもらおうという

ような努力をしなければいけなかったんじゃないかと思うんですよ。それがもう、あとで更正

通知を出せば済むことだからという安易な考え方でやればですね、先ほどいいましたように地

方分権は税の収納を高めなければ地方分権を確立できないといわれた、その前に本当にこの税

金があってるかどうかということを市民に不信感を抱かせるということは、私は納税課にとっ

ても大変な影響があると思うんですよ。特に納税も小口の滞納も預金を差し押さえるとかいう

こともやっていますしね、そういう中で市民もかなり不平不満を持ってるわけです。それなの

に課税が、ミスが分かってて送りました、後で更正決定をやれば済むじゃないかということで

は、非常に職員として仕事に携わる意識の問題が欠けてるんじゃないかと思うんです。だから

先ほどから市長が言われるように、感想文を書けとかなんとか言われるのは、本当に担当者と

しては恥ずかしいことだと思いますよ。だから先ほどから来年はそういうことのないようにと

いうことを言われましたけど、来年はどのようにして、今年と同じですからね、どのようにし

てコンピュータに入力をする方法を取るのか。例えば、今言うようにコンピュータが２回打ち

しなきゃいけないやつを、電算とシステムを改造して１回打ちでそういうようなこともするよ

うなことになるのかですね、そこのところはどういうふうに考えているのか。すぐにまた同じ

ようなことが発生するわけですけど、どのように考えて来年は是正しようというふうにお考え

ですか。 
○ 課税課長 
 来年の申告につきましては、今年の反省から先ほど言われましたとおりシステムの入力、こ

れに出来るだけですね、申告窓口もございますが、入力の方にもかかりまして、出来るだけ税

務署からの戻り分をためないで即日整理をしていく体制を取りたいと思います。この分につき

ましては課税課の中で他の固定資産税係等もございます、この係等も出来ましたら経験者もご

ざいますので、今から先どういう具合になるかわかりませんが、支所も含めまして体制作りを

していきたいと思います。 
○ 兼本委員 
 あなたは先ほど川上委員の質問に対して、どのくらいの日にちがあったら出来るのかといっ

たら「分かりません」と言いましたね。職員によって違うから分かりませんと言ったですね。

把握していない人がね、どのようにしてやるかということをね、どのように計画を立てるんで

すか。職員がどのくらい一日の入力が分からないと答弁したでしょ、その方がどういうふうに

して計画を立てるんですか。例えば課税課だけでやろうということでなくして、今さっきから

言われてるように飯塚市全体の問題ですからね、課税課だけじゃなくてよその部署にも、先ほ

ど言うように経験者いれば経験者の方にお願いしなければいけないことがあるかも知れません

よ。だから部をまたがってお願いすることにもなるかもわからんわけでしょ、そのときにあな

ただけの意気込みで、大体の職員の作業量も分からない方が計画しても分からんでしょう。ど

うやってやるんですか。だから日にちがまだありますからね、ちゃんとそこのところはね、自

分ひとりの問題じゃないんですよ、これは。やはり上にずっと報告していってですね、そして

各課各部にまたがっても応援をお願いしながらですね、やらないとだめだろうと思うんですよ。

結局支所の職員も減ってきて、やはり今まで支所でやってたところを本庁でやるということに

したんだろうと思いますから、そうなってくると人員が減ったということの弊害が出てきたん
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だろうとおもうんです。だからそういうところまで考えると各課各部にお願いしてやる大きな

仕事になると思いますよ。だからその点はあなた 1 人がいくら意気込んでやったとしてもまた

同じようなことになりますよ、これは。だからこれは各部各部長、財務部だけで対応するのか、

他の部にも応援体制をとってやるのか、そこのところは早く結論を見つけ出して、そして対応

するようなことを考えておかないと、同じようなことになると思うんです。その点私は、先ほ

どから市長も重く受け止められていますからね、お願いすれば各課各部の連携は取れると思い

ますけどね、そこのところはどうですか。 
○ 副市長 
 今回の問題は、税というのは一番根本の問題でございますので、非常に市民の皆さんにご不

安をおかけしているということは思っています。それで今回の不祥事が報告されたときに私も

何でもう少し全員の協力関係の下に解決しなかったのかということで職員には話をさせてもら

いました。今後、じゃあ実際、受付印がないのを先送りしてそのまま通知を発送したというこ

とでありますので、それは、そのときどうしても間に合わなかった、横の連携を取ってでも間

に合わなかったということであれば、何でこういうようなことで後日更正の通知を出させてい

ただきますという一言の文書でもつけて発送しなかったのか、そういう市民の目線に立った事

務処理をすべきであったのではないかということで注意をいたしています。今後のことですが、

それぞれが協力関係をつくっていけば解決する問題だと思っていますので、今後課税課を中心

に財務部、まあどうしても財務部だけで処理できない場合には総務関係にも相談しながら、市

民の皆さん方に二度と同じようなご迷惑がかからないように処理したいと考えています。 
○ 兼本委員 
 課税課長、今聞いたとおりですね、副市長からそういう言葉が出たのですからね、きちんと

あなたのところで計画を立てて、自分の課、自分の部、あるいは各部にまたがるときでもお願

いしながら二度とこのようなことのないように。そしてやはり、事務処理が間に合わないのを

分かって送ったとかいうようなことのコメントを出すなんて、どなたが言ったか分かりません

が、言語道断ですよ、こんなことは。あとで更正決定やればいいなんて、更正決定が私もなじ

むかどうかはわかりませんが、本来更正決定というのは申告をして申告に間違いがあったとか

で、課税の金額を課税者が変えたときに更正決定で、これが更正決定になじむかなと思うけど、

やりようがなかったらこれしかないのかなと思いますけど、そこのところも本来はミスでこう

なったんだからということのお詫び状は当然つけて出してますけどね。いずれにしましても事

務処理が間に合わないのをわかってて送付したとかいうコメントを出す職員がおったら厳しく

指導して、そういうことのないようにしてほしいと要望しておきます。そして来年はこのよう

なことのないようにしっかり頑張ってやってください。 
○ 委員長 
 ほかに質疑はありませんか。 
（ な し ） 
 質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますのでご了承願います。 
 次に、「公用車による交通事故発生について」報告を求めます。 
○ 管財課長 
 公用車の交通事故について報告をさせていただきます。本件事故ですが、去る６月４日、午

後２時３０分頃ですが、上三緒団地内の市道、上三緒団地３３号線と上三緒団地３１号線の十

字路交差点において、環境施設課職員がごみ収集業務中、路肩に駐車させていた収集車を合図

後に発進させた際に、後方から追い越そうとした相手方車両に気付くのが遅れまして、左前部

に接触し、双方の車両を損傷させたものでございます。双方に人身傷害はなかったわけですが、

車両の損傷の程度は、公用車はフロントバンパー及び右フロントウィンカー、相手方はフロン
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トバンパー及び左フロントフェンダー等の修理が必要でございます。事故の原因ですが、市職

員が発進する際に後方確認を怠ったことが主たる要因です。この事故に係る損害賠償について

は現在、相手方と協議中でありますが、仮示談で、市８０％、相手方２０％で、今、交渉をい

たしております。公用車による交通事故の報告を、この委員会のたびにしておりまして大変申

し訳なく思っております。また、前回の委員会におきましても厳しい指摘を受けておりますの

で、今後さらに事故を起こさないよう、当該職員はもとより、他の職員につきましても、安全

運転をするように指導をいたしたいと思っております。以上、簡単ですが、公用車による交通

事故の報告を終わらせていただきます。 
○ 委員長 
 報告が終わりましたので質疑を許します。質疑はありませんか。 
（ 質疑なし ） 
 質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 
 以上をもちまして総務委員会を閉会いたします。お疲れ様でした。 


